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一般財団法人　日本不動産研究所

〒105-8485　東京都港区虎ノ門一丁目3番１号 東京虎ノ門グローバルスクエア

03-3503-5336 ［
 

業務部
 

］

昭和 34年 2月24日
 

設立
平成 23年 5月2日 一般財団法人移行

総数543名(令和4年5月1日現在) 

不動産鑑定士273名・一級建築士23名・公認会計士2名・弁護士1名
技術士2名・補償業務管理士21名・証券化認定マスター48名
再開発プランナー41名・再開発コーディネーター協会正会員9名
マンション建替えアドバイザー14名・土壌汚染調査技術管理者2名
CASBEE建築評価員2名・CASBEE不動産評価員7名・CASBEEウェルネスオフィス評価員1名
情報処理安全確保支援士2名・MAI(米国不動産鑑定人)5名
MRICS(英国RICS正会員・不動産評価部門)3名・ASA(国際資産評価士)13名　など

不動産鑑定業者 国土交通大臣登録 (16)第 8号
一級建築士事務所 東京都知事登録第 24222号
補償コンサルタント 国土交通省　補 30第 19号
建設コンサルタント 国土交通省 建 02第 8372号

https://www.reinet.or.jp/



機関

土地価格の動向

研究の成果

住宅マーケットインデックス

不動研住宅価格指数

新築・中古

中古

不動産マーケットビュー

日本不動産研究所が刊行する下記の
機関誌・資料等の送付・ダウンロード

田畑価格及び賃貸料調（年 1回）

※ただし、各類型毎の基本鑑定報酬額表の最低報酬額を限度とします。

定例講演会

土地月間セミナー

我が国は、いま、地球環境問題、大規模災害、人口減少、感染症の

パンデミック、働き方の多様化、DX化などさまざまな領域で変革期を

迎えており、不動産の役割や価値の見方も大きく変わってきています。

日本不動産研究所は、変革期にある不動産の新しい時代のために、

「組織力」「研究・開発力」「情報力」の 3つの力を融合し、会社の

更なる発展に向けて、不動産を見守り続けてまいります。

https://www.reinet.or.jp/

不動産を科学する
業界 No.1のプロ集団
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J M民間活力の導入による
公共施設整備
    財政負担の軽減

都市における
減災や防災、空き家への対応
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減防災   空き家等支援

AI・GIS等先進技術を活用した土地評価、
建物調査、市場調査の研究及び実践

国内・海外の関係研究機関等との
連携による調査

「市街地価格指数・全国木造建築費指数」（年 2回）

「田畑価格及び賃借料調」（年 1回）

（年 2回）

不動産貸付基準策定支援

韓国政府が出資する韓国最大の不動産調査・研究機関
韓国不動産院

グローバル
RICS
(英国王立チャータード・サベイヤーズ協会 )

中国土地勘測規劃院
中国国土資源部が所管する土地利用及び管理に関わる調査・研究機関

中国土地評価師及び土地登記代理人協会
中国国土資源部が所管する土地評価師及び土地登記代理人協会

北京中誠君和国際信息咨詢有限公司（HIC）
中国全土の有力不動産コンサルティング会社を傘下に収める持株会社

台湾
宏大不動産估価師聯合事務所
台湾初かつ台湾最大の不動産鑑定事務所

REPro Knight Frank 
台湾において数少ないグローバル展開している不動産鑑定事務所

ヨーロッパ
Knight Frank LLP（本社英国）

米国
Newmark Knight Frank

Integra Realty Resources,  Inc.

タ イ
Real Estate Information Center of 
Government Housing Bank of �ailand

アジアパシフィック
Knight Frank Pte Ltd (Asia Paci�c)

海外不動産評価　
市場調査　コンサルティング

固定資産税関連業務支援

不動産市場に関する予兆管理   
投融資リスク管理支援
不動産市場予兆管理（短期予測・中長期予測）  モニタリング

国内不動産市場取引事例マクロ分析   モニタリング

オフィス投資インデックス

投融資基準見直し支援

全国大量担保評価等一括窓口（クライアント内部資料作成支援を含む）

ヘルスケア  レジャー等特殊アセットに関する鑑定評価   価格調査等

特殊アセットに関する不動産市場調査業務（マーケットレポート）

PRE(公的不動産 )戦略支援 インフラ    動産評価

農業　林産業
自然エネルギー事業の推進支援

各種事業評価
IFRS（国際会計基準）適用時の資産評価

固定資産の減損会計

補償コンサルティング

審査請求

独立した審査部門の設置

グリーンビルディング認証
（建物環境性能評価）

支援

不動産の ESG対応支援



NLP秋田ビル 6F

福井ビル 2F

Japan Real Estate Institute   Asia Paci�c Pte.Ltd.

市況モニタリング室

虎ノ門リアルエステートソリューション株式会社

情報戦略室

（日本不動産研究所 アジア・パシフィック社）

評議員会
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